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保育・子育てサービスの充実 

（４）子どもの安全確保
・警察・交通安全推進協議会・金魚クラブ（保育所保護者）などとの連携のもと、交
通指導をはじめ、子どもに対する効果的な交通安全教育、啓蒙活動を実施します。ま
た、市民による防犯パトロールを実施します。

（５）支援が必要な子ども・家庭への対応
・子どもの発達に応じた療育相談支援事業の充実を図ります。
・母子通園施設（のびのび園）については、親子で療育に取り組み、多様なニーズに
対する子育て支援の充実を図ります。

（６）要保護児童等への対応
・要保護児童対策地域協議会を核として、児童・障害者相談センターや警察などとの
連携を強化しながら、児童虐待防止対策の充実を図ります。
・ひとり親家庭の自立支援や障がい児施策の充実を図ります。
・様々な養育上の問題を抱える家庭を支援員が訪問し、適切な指導助言を行い、保護
者の負担軽減を図ります。

発達の遅れが気になる児童とその保護者が親子で通園する
「のびのび園」において、それぞれの児童の資質に沿った療
育を行い、基本的な生活習慣の自立を促しました。

要保護児童対策地域協議会において、代表者会議(年1回)や担
当者会議(月1回)、ケース検討会議(随時)を開催し、関係機関
と連携し情報共有を図っています。また、家庭相談員による
窓口相談や訪問相談を行い、児童虐待防止対策に努めまし
た。

放課後等デイサービスの事業所見学会を実施し、利用者の見
極めにより事業所を選択することができました。また、事業
所側としても、療育の質の向上に向けた取り組みに繋がって
います。

児童課

児童課

福祉課

金魚クラブにより、毎月20日の交通指導と運動会での啓発活
動（交通安全ゲーム）を行いました。

児童課

（３）保育サービスの提供
・安全・安心な保育サービスの提供とともに、待機児童ゼロ施策の継続、一時保育や
ファミリー・サポート・センターを活用した病児・病後児保育の推進及び、外国人の
子どもが小学校での生活に早期になじめることを目指し、日本語指導や学校適応指導
を行うプレスクールなど多様なニーズに対する子育て支援の充実を図ります。

児童遊園・子どもの遊び場について、樹木管理及び遊具点検
を業務委託し、遊具点検結果に異常があるものについては修
繕を行う等、施設の適正管理に努めました。
除草管理等は、地元住民で行っているが、高齢化等の理由に
より地元管理が困難になってきており、今後は管理体制の見
直しが必要です。

（２）地域における子育て支援の充実【重点施策】
・放課後等における児童の安全・安心な居場所の確保と遊び・学習、各種体験の場の
充実を図ります。
・市民の相互援助による子育て支援活動を目的としたファミリー・サポート・セン
ターの支援や保護者が楽しく子育てできるよう、気軽に相談できる場を提供して子育
て相談並びに子育て情報の提供、親子イベントを行うなど、地域における子育て支援
サービスの充実を図ります。
・児童遊園・子どもの遊び場の整備など、子育てを支援する生活環境の充実を図りま
す。
・母子保健施策及び子育て支援施策の両面で、妊娠期から子育て期までに必要なサー
ビスや支援を提供するため、相談業務や関係機関との連携調整を行う「子育て世代包
括支援センター」を設置・運営します。

放課後児童クラブ（11施設）は、コロナ禍における緊急事態
宣言期間に登所自粛を要請しましたが、児童の受入れは継続
しました。
ファミリー・サポート・センターや児童館及び子育て支援セ
ンターを活用した子育て支援事業の充実に取り組みました。

令和２年７月に「子育て世代包括支援センター」を開設しま
した。今後は設置目的に沿って妊娠期から子育て期にわたっ
て切れ目のない支援を行います。

待機児童ゼロ（令和2年4月1日現在）を継続するとともに、一
時保育や病児・病後児保育の申請に対して全て対応すること
ができました。
また、保育認定を受けた児童の時間外保育や外国にルーツを
持つ年長児を対象としたプレスクール（月2回）を実施しまし
た。

児童課

健康推進課

児童課

A

A

A

A

A

支援が必要な児と家族には、個々のニーズに合わせて療育施
設・病院・相談機関等の紹介を行い、支援を行っています。

健康推進課 B

B健康推進課
養育上の問題を抱える家庭や健診未受診者は月に1回、要保護
児童対策地域協議会にて報告し、関係機関と情報共有し虐待
防止のための対応をしています。

A

％ 27.5 ➚

●施策目標に対する市民満足度 単位
現状値
(2017年度)

目指す方向性
中間値
(2022年度)

目指すべきまちの姿

施策コード 基本目標 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 

２ １ 施策目標 子育て支援の充実 

第２次総合計画施策評価シート《令和２年度分》

SDGs
連携分野

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パート
ナーシップを活性化する

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進す
る

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習
の機会を促進する

目標５.　ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

目標10.　各国内及び各国間の不平等を是正する

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる
目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間
居住を実現する

「家庭任せ」にしない、地域社会が一体となった子育て環境が整っています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】 この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】 担当課

スクールガードとの連携を強化し、地域ぐるみで交通安全・
防犯に取り組んでいる。通学路の安全について、土木課と連
携して点検を行い、児童・生徒が安全に登下校できる環境整
備に努めました。

学校教育課 A

新型コロナウイルスのため、決起大会やイベント等は制限さ
れましたが、各保育所に県警交通安全チームを派遣するなど
例年並みの活動水準は保てました。

市民協働課 B

評価
【ＣＨＥＣＫ】

（１）子育て支援に関する指針の策定
・子ども・子育て支援事業計画に基づいた事業の評価、検証を行い、第２次子ども・
子育て支援事業計画を策定します。

令和２年３月に策定した第２期計画に基づき関連事業を実施
し、市子ども・子育て会議委員に進捗状況を書面により報告
しました。

児童課 B

都市整備課

A

B



(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

33

1

500

15

7

65

10

658

419

4

10

21

6

53

2

施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

社会が大きく変化しており子どもを取り巻く環境も多様化、複雑化している中で、妊娠・出産・子育ての支援として令和２年度に開設した「子育て
世代支援包括センター」や「ファミリー・サポート・センター」などの利用の啓発を図り、切れ目のない施策を推進します。
保育所については、多様化する保育ニーズに対応するために民営化に向けた計画策定をします。また、母子通園施設、児童館施設等についても利用
者のニーズに対応するよう事業内容の改善に努めます。

対象外

(2-6)

(3-1)

(3-4)

(５)

健康推進課

児童課

児童課

児童課

児童課

児童課

改善

改善

現状維持

現状維持

現状維持

改善

(3-2)

(3-3)

現状維持

児童課

福祉課

児童課

(2-1) 児童クラブ管理運営事業 児童課

共働きやひとり親家庭が増加傾向にある中で、放課後児童健
全育成事業（児童クラブ）の需要も高まっています。今後も
安心安全な施設整備に取り組むととともに必要なスタッフの
確保に努めていきます。

現状維持

児童扶養手当交付事業

遺児手当交付事業

(6-4)

(6-5)

児童課

児童課

対象外

対象外

対象外

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

8

5

57

5

件

人

200

件

632

594

人 527 600550

530469

件 166 139 88 200

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

目標値
(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

児童課

児童課

現状維持

改善

児童課

都市整備課

市と地域住民（協力会員）が協働して子育て支援を行うとい
う側面があり、市が直接運営する意義はあると考えます。協
力会員の確保が課題であり、適時適切な支援が常時可能とな
るよう、引き続き、事業の啓発と会員の確保に努めます。ま
た、今後、コロナ禍が終息傾向となった際には、利用者が増
加していくことが見込まれるため、その時の体制の整備を行
う必要があります。

習い事やスマートフォンの普及などにより、児童の放課後及
び休日の生活状況が変化し、児童館の利用者が減少傾向にあ
りますが、子どもの居場所をつくることは必要であります。
今後は、事業の内容や進め方を含めて改善していきます。

子育てに関する相談や育児の情報提供のほか、妊婦や乳幼児
の保護者が相互の交流を行う施設として、児童虐待につなが
る育児ストレスを解消する場ともなっています。引き続き、
利用者が気軽に利用できる施設運営を継続していきます。

市が維持管理する子供の遊び場が年々増加していることか
ら、その利用状況をよく調査した上で、今後、廃止も見据え
た上で利活用を図っていきます。

組

人

(2-2)

(2-3)

(2-4)

20

10

(6-1)

(6-2)

(6-3)

ファミリー・サポート・センター事業

児童館管理運営事業

子育て支援センター管理運営事業

子どもの遊び場管理運営事業

子育て世代包括支援センター事業

保育所管理運営事業

一時預かり事業

病児・病後児保育事業

プレスクール事業

母子通園施設管理運営事業

養育支援訪問事業

障害児通所支援事業

児童虐待防止対策事業

(2-5)

現状維持

対象外

令和2年度より開設し、支援が必要な妊産婦や保護者からの相
談や対応件数が増えています。今後更に対応・相談件数は増
加することが見込まれるため、事務の進め方も含めて体制を
整備していく必要があります。

市内各地区に設置した公立保育所（9カ所）の運営について
は、保育士不足などの理由により、土曜日の一日保育や育休
退所の廃止（継続利用）が実施できないほか、バスの送迎や
運動教室の開催など、民間で実施している保育サービスに対
応できていません。今後は、保育所運営に掛かる財政負担の
軽減と、多様化する保育ニーズに対応するため、一部保育所
（2カ所）の民営化に向けて計画策定に取り組んでいきます。

一時保育の需要に対する供給不足は発生していませんが、需
要の増加が予測される場合や保育所の民営化が実現した段階
で事業の拡充を進めます。

就労などを理由に病気等の児童を安心して預けられるよう、
必要な人材の確保と適切な施設管理を行います。

需要もあり事業効果がありますので、保育所での事業を継続
していきます。

児童発達支援事業を実施する民間事業者が増加しており、保
護者の選択肢が広がっています。公的な療育施設である「の
びのび園」においても、多様化する療育ニーズに対応できる
よう事業内容を改善していく必要があります。

保護者の養育能力が低くネグレクト傾向にある家庭など、
様々な事情を抱えた家庭に対し、子育ての知識豊富な支援員
による家庭訪問は有意義な事業であると考えます。したがっ
て、支援が必要と判断する家庭に訪問を受け入れてもらえる
よう、保健師及び家庭相談員と連携して適切な対応を進めて
いきます。

対象外

児童虐待を未然に防止するために、あるいは有事の際に迅速
に対応するために、関係部署及び関係機関との連携を強化し
情報共有が徹底できる体制整備を進めていきます。

現状維持

改善

70

15



事業Ｎｏ

(2-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

児童クラブ管理運営事業 児童課 児童育成グループ 令和3年7月2日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

基本計画

2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

1 子育て支援の充実 

○
2

地域における子育て支援の充実

児童クラブ管理運営事業

基本目標

施策目標

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

事業の開始・
終了

放課後、自宅に保護者がいない児童に対し、適切な遊び
や生活の場を与え、児童の健全育成を図ります。

2006 年度 終了年度 2028 年度

保護者が昼間家庭にいない小学生（放課後児童）に対
し、授業の終了後に、児童クラブを実施することにより
適切な遊びや生活の場を与えるとともに、当該施設の維
持管理を行います。

開始年度

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

共働きやひとり親家庭が増加傾向にある中で、放課後児童健全育成事業（児童クラブ）の需
要も高まっています。今後も安心安全な施設整備に取り組むととともに必要なスタッフの確
保に努めていきます。

現状維持

指標の分析

少子化が進む一方で、年間延べ利用者は毎年約500人程
増加しており、増加傾向にあります。理由としては、両
親がともに仕事をもつ家庭が多くなったことが考えられ
ます。令和２年度はコロナ禍において外出の自粛や施設
の休館などがあったため、利用者は減少へ転じたもの
の、これは一時的なものと考えられるため、今後増加へ
転じることが予想されます。

200

(補助額) 33,866

2021年度

33,866

200166 139

2020年度 2022年度 2023年度

各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度

事業内訳

合　　　計

(補助額)

2,918
使用料及び賃
借料等

1,496
使用料及び賃
借料等

1,496
使用料及び賃
借料等

1,496

0

事業費
（直接経費）

33,866

内訳
（具体的な内容）

13,135 9,695

(補助額)

(補助額) (補助額)

5,830 委託料 9,845 委託料 9,845 委託料 9,845

0 (補助額) (補助額)

84,092

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

2020年度（実績） 2022年度（計画）

評価の結果

(補助額)

(補助額)

125,762

0

2028年度

530

20

10

70

15

2020年度（計画） 2021年度（計画）

使用料及び賃
借料等

102,565
報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

(補助額)

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

102,565

需用費 9,695 需用費

報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

需用費

事業費
（直接経費）

報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

(補助額)

(補助額)

報酬・手当・共済
費・報償費・旅費 102,565

需用費

46,895 (補助額) 33,866 (補助額)

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

役務費

委託料

人

8

5

57

5

632

594

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

件

施策への貢献度

新型コロナウイルス感染拡大防止対策で必要な消毒液等
の購入について、国の補助金を活用し経費削減に努めま
した。

民間委託も可能ですが、コスト面で民間委託の方が割高
であるため、当分の間は市の運営を継続していきます。

保護者が昼間家庭にいない児童の安全安心な居場所を確
保しており、貢献度は高いです。

(補助額) (補助額) (補助額)

107,157 合　　　計 125,762 合　　　計 125,762 合　　　計

47,495 (補助額)

600

(補助額)

件

件

人

組

21

6

53

(補助額) 33,866

成果指標 単位
現状値

人

必要性

効率性

妥当性

9,695

33,866

(補助額)

1,182 役務費 2,161 役務費 2,161 役務費 2,161

600 (補助額)

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

527

469

2

550

500

15

7

65

10



事業Ｎｏ

(2-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

育児の援助を希望する方と育児の援助を必要とする方々
を登録・組織化し、相互の援助活動の連絡調整と子育て
援助を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 2009 年度 終了年度 2028 年度

ファミリー・サポート・センター事業 児童課 児童育成グループ 令和3年7月2日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 ファミリー・サポート・センター事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

仕事と育児を両立できる環境を整備するとともに、地域
の子育て支援を行います。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

現状維持

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

ファミリー・サポート・センター事業は、送迎利用者だ
けでなく、病児病後児の利用者にも対応しています。こ
れは、市が実施している他事業とも綿密に連携しなけれ
ばならないため、民間委託することなく、市直営で行う
ものと考えています。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

ファミリー・サポート・センター事業を実施すること
は、総合計画における地域における子育て支援の充実を
図るために必要な事業です。

課長意見 方向性

市と地域住民（協力会員）が協働して子育て支援を行うという側面があり、市が直接運営す
る意義はあると考えます。協力会員の確保が課題であり、適時適切な支援が常時可能となる
よう、引き続き、事業の啓発と会員の確保に努めます。また、今後、コロナ禍が終息傾向と
なった際には、利用者が増加していくことが見込まれるため、その時の体制の整備を行う必
要があります。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

両親がともに仕事をもつ家庭が多くなる中、利用内容の
多くは通園、習い事などの送迎であり、増加傾向にあり
ます。令和２年度はコロナ禍において外出の自粛や休園
休校などあったため、利用者は減少へ転じたものの、こ
れは一時的なものと考えられるため、今後増加へ転じる
ことが予想されます。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

新型コロナウイルス感染拡大防止対策で必要な消毒液等
の購入について、国の補助金を活用し経費削減に努めま
した。

指標の分析
共働き世帯や一人親世帯の増加による援助のニーズの高まりや、イベント等などでファミリー・サポート・セン
ターのPRを行っていることもあり、年々、会員数が増加しています。

評価の結果項目 評価視点

10 15人 5 2

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

件 166 139 200 200

人 527 632 658 550 600

(補助額) 2,666

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 3,166 (補助額) 2,666 (補助額) 2,666

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

(補助額)

合　　　計 12,775 合　　　計 9,281 合　　　計 9,281 合　　　計 9,281

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

使用料及び賃
借料等

245
使用料及び賃
借料等

288
使用料及び賃
借料等

288
使用料及び賃
借料等

288

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

委託料 0 委託料 32 委託料 32 委託料 32

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

役務費 153 役務費 331 役務費 331 役務費 331

(補助額) 500 (補助額) (補助額)

572 需用費 239 需用費 239 需用費 239

(補助額) 2,666 (補助額) 2,666 (補助額) 2,666 (補助額) 2,666

需用費

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

11,805
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

8,391
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

8,391
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

8,391

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 



事業Ｎｏ

(2-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

遊びを通じての集団的・個別的指導、健康の増進、放課
後児童の育成・指導、母親クラブ等の地域活動組織の育
成・助長、年長児童の育成・指導、子育て家庭への相談
等を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度

児童館管理運営事業 児童課 児童育成グループ 令和3年7月2日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 児童館管理運営事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

１８歳未満の児童に健全な遊びを与えて、その健康を増
進し、又は情操を豊かにするとともに、施設の維持管理
を行います。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

改善

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 民間委託も可能ですが、コスト面で民間委託の方が割高

であるため、当分の間は市の運営を継続していきます。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

児童館の設置及び運営は、地域における子育て支援の充
実を図るために必要な事業です。

課長意見 方向性

習い事やスマートフォンの普及などにより、児童の放課後及び休日の生活状況が変化し、児
童館の利用者が減少傾向にありますが、子どもの居場所をつくることは必要であります。今
後は、事業の内容や進め方を含めて改善していきます。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

18歳未満のすべての子どもが、その置かれている環境や
状況に関わりなく、自由に来館して過ごすことができる
児童館は子どもの居場所づくりという点でも必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

新型コロナウイルス感染拡大防止対策で必要な消毒液等
の購入について、国の補助金を活用し経費削減に努めま
した。

指標の分析

評価の結果項目 評価視点

10 15人 5 2

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

(補助額)

合　　　計 57,171 合　　　計 61,743 合　　　計 61,743 合　　　計 61,743

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

使用料及び賃
借料等

903
使用料及び賃
借料等

1,216
使用料及び賃
借料等

1,216
使用料及び賃
借料等

1,216

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

委託料 2,861 委託料 5,987 委託料 5,987 委託料 5,987

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

役務費 660 役務費 633 役務費 633 役務費 633

(補助額) (補助額) (補助額)

8,993 需用費 6,325 需用費 6,325 需用費 6,325

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

需用費

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

43,754
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

47,582
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

47,582
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

47,582

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 



事業Ｎｏ

(2-4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

子育て家庭に対する相談の場の提供とともに、親子の交
流、育児相談、子育て情報の提供などの育児支援を行い
ます。

関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度

子育て支援センター管理運営事業 児童課 児童育成グループ 令和3年7月2日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 子育て支援センター管理運営事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

地域の子育て支援を活性化することや子育ての不安感な
どを解消し、子どもが健やかに成長できるよう、子育て
中の親子の交流、育児相談、情報提供などの支援を行い
ます。 主な協働・

関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

現状維持

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

利用者の傾向として、保育所に入所する前の子どもとそ
の親の利用が多いため、保育所に関する相談や的確な子
育て支援（相談）を行うことができるよう、知識と経験
が豊富な保育所長経験者を配置するため市の直営で行う
ものと考えています。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

子育て支援センターを設置することは、総合計画におけ
る地域における子育て支援の充実を図るために必要な事
業です。

課長意見 方向性

子育てに関する相談や育児の情報提供のほか、妊婦や乳幼児の保護者が相互の交流を行う施
設として、児童虐待につながる育児ストレスを解消する場ともなっています。引き続き、利
用者が気軽に利用できる施設運営を継続していきます。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

両親がともに仕事をもつ家庭が多くなる中、育児休暇を
取得する母親の職場復帰が早まっている傾向にありま
す。仕事と育児のバランスを図るためにも、子育ての情
報提供、相談、交流の場として、地域の身近な場所で気
軽に立ち寄ることができる子育て支援センターは必要で
す。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

新型コロナウイルス感染拡大防止対策で必要な消毒液等
の購入について、国の補助金を活用し経費削減に努めま
した。

指標の分析
子育て支援センターの利用者数は近年、横ばいでありましたが、新型コロナウイルス感染症対策により入場人数を
制限したこともあり、令和２年度においては減少しました。それに伴い、育児相談件数も減少しています。

評価の結果項目 評価視点

10 15人 5 2

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

件 166 139 88 200 200

人 527 632 550 600

(補助額) 12,732

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 14,580 (補助額) 12,732 (補助額) 12,732

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

(補助額)

合　　　計 24,314 合　　　計 25,714 合　　　計 25,714 合　　　計 25,714

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

使用料及び賃
借料等

524
使用料及び賃
借料等

279
使用料及び賃
借料等

279
使用料及び賃
借料等

279

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

委託料 238 委託料 259 委託料 259 委託料 259

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

役務費 263 役務費 380 役務費 380 役務費 380

(補助額) 1,500 (補助額) (補助額)

2,283 需用費 1,056 需用費 1,056 需用費 1,056

(補助額) 13,080 (補助額) 12,732 (補助額) 12,732 (補助額) 12,732

需用費

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

21,006
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

23,740
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

23,740
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

23,740

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 



事業Ｎｏ

(2-5)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

子どもの遊び場を整備・維持管理することにより、いつ
でも子どもたちが安全安心して遊べる環境を提供しま
す。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

子どもの遊び場管理運営事業 都市整備課 公園緑地グループ 令和3年7月1日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 子どもの遊び場管理運営事業

事業概要

子どもが安全に遊べ、地域市民の憩いとなる場として、
児童遊園、子どもの遊び場を整備・維持管理します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

弥富市児童厚生施設条例

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

市が維持管理する子供の遊び場が年々増加していることから、その利用状況をよく調査した
上で、今後、廃止も見据えた上で利活用を図っていきます。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

委託料 3,812 委託料 4,137 委託料 4,700 委託料 4,700

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

1,555 修繕料 1,599 修繕料 1,600 修繕料 1,600

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

修繕料

(補助額)

工事請負費 799 工事請負費 805 工事請負費 800 工事請負費 800

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 6,166 合　　　計 6,541 合　　　計 7,100 合　　　計 7,100

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

遊具の点検及び樹木の剪定を除き、除草等は原則地元住
民によって行われていますが、高齢化等の影響により、
地元管理が難しくなってきています。
土地の所有が市であることもあり、管理体制の見直しが
望まれています。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

子どもの遊び場の整備・維持管理をすることは、総合計
画における子育て支援の充実を図るために必要な事業で
あり、いつでも子どもたちが安全安心して遊べる環境の
提供に繋がります。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

子どもの遊び場は、地域において子どもの健全な育成を
行うためのひとつの方策であるため、そこで遊ぶことが
できるように管理していく必要があります。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

年々、地元も高齢化が進んでいることから、子供の遊び
場を維持管理することができなくなってしまい、市へ移
管する件数が年々増えている状況下で、予算の範囲内で
工夫しながら維持管理を行っています。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

改善

指標の分析

評価の結果



事業Ｎｏ

(2-6)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

妊娠期から子育て期にわたり、相談や助言を行い、必要
に応じて個別支援計画を作成し、関係機関との連絡調整
をすることで、切れ目ない支援を行い虐待防止を図りま
す。 主な協働・

関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標５.　ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

子育て世代包括支援センター事業 健康推進課 母子保健グループ 令和3年6月29日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 子育て世代包括支援センター事業

事業概要

次に掲げる相談・助言を実施します。
・妊娠期から子育て期にわたる母子保健、育児等に関す
る相談
・全ての妊婦の状況を継続的に把握し支援台帳を作成
・要支援者に必要なサービスを提供し、関係機関との連
絡調整
・社会資源の開拓など妊産婦への支援体制を整備

関連する
個別計画・
根拠法令等

母子保健法

事業の開始・
終了

開始年度 2020 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

令和2年度より開設し、支援が必要な妊産婦や保護者からの相談や対応件数が増えていま
す。今後更に対応・相談件数は増加することが見込まれるため、事務の進め方も含めて体制
を整備していく必要があります。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

報酬 2,528 報酬 3,375 報酬 1,825 報酬 1,825

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

365 職員手当等 475 職員手当等 237 職員手当等 237

(補助額) 1,201 (補助額) 2,108 (補助額) 1,216 (補助額) 1,216

職員手当等

(補助額) 158

共済費 424 共済費 664 共済費 322 共済費 322

(補助額) (補助額) 298 (補助額) 158

(補助額) 214

旅費 168 旅費 223 旅費 224 旅費 224

(補助額) (補助額) 419 (補助額) 214

(補助額) 149(補助額) (補助額) 139 (補助額) 149

(補助額)

合　　　計 3,485 合　　　計 4,737 合　　　計 2,608 合　　　計 2,608

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 1,737

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 1,201 (補助額) 2,964 (補助額) 1,737

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 母子保健法第22条において市町村において設置すること

が定められているため、市で実施することとなります。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

切れ目ない支援を行うことで育児不安の予防や虐待防止
につながります。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

妊産婦・乳幼児の状況を継続的・包括的に把握し、妊産
婦や保護者の相談に保健師等の専門家が対応するととも
に、必要な支援の調整や関係機関と連絡調整するなどし
て切れ目ない支援を提供するため必要なものです。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

令和2年7月に開設したため、今後コストや効率性等を評
価していきます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

改善

指標の分析

評価の結果



事業Ｎｏ

(3-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

保育に欠ける未就学児童に安全・安心な保育サービスを
提供し、健全な心身の発達を図ることを目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

保育所管理運営事業 児童課 保育グループ 令和3年7月2日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
3

保育サービスの提供

主要事業 保育所管理運営事業

事業概要

保育の専門性を有する職員と、家庭との緊密な連携によ
り、養護及び教育を行うことやアレルギーに対応した給
食を提供し、食育を行うことなどにより子どもの最善の
利益を考慮し、その福祉を積極的に増進することに最も
ふさわしい生活の場を提供します。 関連する

個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

弥富市立保育所条例

子ども・子育て支援法

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度
弥富市子ども・子育て支援事業計画
（2015年度～2019年度）



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

市内各地区に設置した公立保育所（9カ所）の運営については、保育士不足などの理由によ
り、土曜日の一日保育や育休退所の廃止（継続利用）が実施できないほか、バスの送迎や運
動教室の開催など、民間で実施している保育サービスに対応できていません。今後は、保育
所運営に掛かる財政負担の軽減と、多様化する保育ニーズに対応するため、一部保育所（2
カ所）の民営化に向けて計画策定に取り組んでいきます。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

共済費・賃金・報償
費・旅費 261,598

共済費・賃金・報償
費・旅費 1,037,280

共済費・賃金・報償
費・旅費 1,037,280

共済費・賃金・報償
費・旅費 1,037,280

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

57,179 需用費 148,402 需用費 148,402 需用費 148,402

(補助額) 252,325 (補助額) 7,972 (補助額) 7,972 (補助額) 7,972

需用費

(補助額)

委託料 42,752 委託料 128,654 委託料 128,654 委託料 128,654

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

使用料及び賃
借料

8,037
使用料及び賃
借料

8,286
使用料及び賃
借料

8,286
使用料及び賃
借料

8,286

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

役務費等 112,648 役務費等 37,418 役務費等 37,418 役務費等 37,418

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 482,214 合　　　計 1,360,040 合　　　計 1,360,040 合　　　計 1,360,040

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 7,972

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 252,325 (補助額) 7,972 (補助額) 7,972

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 保育所に掛かるコスト削減や多様化する保育ニーズに対

応するため、一部保育所の民間化を進めます。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

各地区に設置した公立保育所において、待機児童ゼロ施
策を継続し、安心安全な保育サービスを提供することが
できましたが、多様化する保育ニーズすべてに対応する
ことはできませんでした。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

女性の社会進出に伴い、保育に欠ける乳幼児を保育し、
家庭養育の補完と支援を通じて乳幼児の健全育成の重要
な役割を果たすため必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

人件費や施設の修繕費など、一般財源の負担が大きいた
め、人件費の削減と施設管理における国庫補助が見込め
る民営化を進めます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

改善

指標の分析

評価の結果



事業Ｎｏ

(3-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

一時的に家庭での保育が困難となった児童を保育所で一
時的に預かることで、安心して子育てができる環境を整
備し、もって児童の福祉の向上を図ることを目的としま
す。 主な協働・

関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

一時預かり事業 児童課 保育グループ 令和3年7月2日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
3

保育サービスの提供

主要事業 一時預かり事業

事業概要

保護者の仕事・就学・職業訓練、家庭の病気や入院・冠
婚葬祭、心理的、肉体的な育児疲れの解消のため、家庭
での保育が困難となった児童を保育所で一時的に保育し
ます。

関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 2015 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

一時保育の需要に対する供給不足は発生していませんが、需要の増加が予測される場合や保
育所の民営化が実現した段階で事業の拡充を進めます。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

共済費・賃金 3,629 共済費・賃金 4,500 共済費・賃金 4,500 共済費・賃金 4,500

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額) 1,998 (補助額) 1,174 (補助額) 1,174 (補助額) 1,174

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 3,629 合　　　計 4,500 合　　　計 4,500 合　　　計 4,500

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 1,174

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 1,998 (補助額) 1,174 (補助額) 1,174

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594 419

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 民間運営でも可能です。当事業の実施母体となる保育所

の民営化に併せた事業の拡充を検討していきます。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

多様な保育ニーズへの対応策の一つとして、子育て施策
の充実に貢献しています。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

就労形態の多様化や、保護者の疾病等による緊急時保育
に対応するため必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

一時預り事業に従事する職員は、正規職員ではなく経験
豊富な会計年度任用職員とし、保育所の人材不足とコス
ト削減に努めました。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

現状維持

指標の分析
年々件数は増加傾向にあるものの、令和２年度においては新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う緊急事態宣言
の発令により保育所施設の（登所）自粛要請をしたため、例年より利用者が減少しました。

評価の結果



事業Ｎｏ

(3-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

児童が病気で家庭で保育が困難な場合、専用スペースで
一時的に保育し、保護者の子育てと就労の両立を支援
し、もって児童の福祉の向上を図ることを目的としま
す。 主な協働・

関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

病児・病後児保育事業 児童課 児童育成グループ 令和3年7月2日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
3

保育サービスの提供

主要事業 病児・病後児保育事業

事業概要

児童が病気で集団保育ができない期間であり、保護者の
勤務等の都合により、家庭で保育を行うことが困難な場
合、専用スペースで一時的に保育します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 2016 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

就労などを理由に病気等の児童を安心して預けられるよう、必要な人材の確保と適切な施設
管理を行います。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

報酬・手当・共済
費・報償費・旅費 11,805

給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

8,391
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

8,391
給料・報酬・手当・
共済費・報償費・旅
費

8,391

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

709 需用費 405 需用費 405 需用費 405

(補助額) 3,692 (補助額) 2,000 (補助額) 2,000 (補助額) 2,000

需用費

(補助額)

役務費 218 役務費 240 役務費 240 役務費 240

(補助額) 500 (補助額) (補助額)

(補助額)

委託料 52 委託料 51 委託料 51 委託料 51

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

使用料及び賃
借料等

201
使用料及び賃
借料等

298
使用料及び賃
借料等

298
使用料及び賃
借料等

298

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 12,985 合　　　計 9,385 合　　　計 9,385 合　　　計 9,385

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 2,000

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 4,192 (補助額) 2,000 (補助額) 2,000

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 4 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

市が実施している他事業とも綿密に連携しなければなら
ないため、民間委託することなく、市直営で行うものと
考えています。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

病児・病後児保育を実施することは、総合計画における
地域における子育て支援の充実を図るために必要な事業
です。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

両親がともに仕事をもつ家庭が多くなったことにより、
登録者数も増加傾向にあります。児童が病気の時に、保
護者の勤務等の都合により、家庭で保育が困難な場合に
利用できる病児・病後児保育事業は必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

新型コロナウイルス感染拡大防止対策で必要な消毒液等
の購入について、国の補助金を活用し経費削減に努めま
した。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

現状維持

指標の分析
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、事業を中止した期間（R2.4.11～5.31）があり、利用者数は減少しまし
た。

評価の結果



事業Ｎｏ

(3-4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

外国由来の未就学児に日本語指導を行い、入学した小学
校で戸惑うことなく早期に学校生活に適応できるように
なることを目的とします。

主な協働・
関連団体等

弥富市プレスクール指導者

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標10.　各国内及び各国間の不平等を是正する

プレスクール事業 児童課 保育グループ 令和3年7月2日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
3

保育サービスの提供

主要事業 プレスクール事業

事業概要

外国由来の未就学児が小学校での生活に早期になじめる
ことを目指し、日本語指導や学校適応指導を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 2015 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

需要もあり事業効果がありますので、保育所での事業を継続していきます。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

報償費 96 報償費 113 報償費 120 報償費 120

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 96 合　　　計 113 合　　　計 120 合　　　計 120

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6 10

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 同様な事業を行う民間事業者もありますが、利用者数も

増えており、今後も市で実施していきます。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

国際化が進む地域社会において、多様化する保育サービ
スの一つとして主要施策に貢献しています。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

増加傾向にある外国由来の児童が、小学校生活に早期に
順応できることを目的とし、児童本人や受け入れる学校
側にとっては必要な事業と考えます。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

教材等と数時間の人件費のみで、子どもの順応性を高め
ることはもちろんのこと、小学校の教員の負担軽減にも
繋がり、費用対効果は高いと考えています。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

現状維持

指標の分析 地域のグローバル化に伴い、外国由来の年長児が年々増加しています。

評価の結果



事業Ｎｏ

(５)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

言葉の遅れ・多動・癇癪が強いなど子育ての難しさを感
じた家庭に寄り添い、様々なプログラムにより子どもの
基本的な生活習慣の自立や態度、運動機能の発達を促し
ます。 主な協働・

関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

母子通園施設管理運営事業 児童課 児童家庭グループ 令和3年7月9日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
5

支援が必要な子ども・家庭への対応

主要事業 母子通園施設管理運営事業

事業概要

発達の気になる就学前の子どもに生活習慣の自立や社会
性の芽を育てて、親子で療育に取り組みます。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市母子通園施設条例

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

児童発達支援事業を実施する民間事業者が増加しており、保護者の選択肢が広がっていま
す。公的な療育施設である「のびのび園」においても、多様化する療育ニーズに対応できる
よう事業内容を改善していく必要があります。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

報酬・手当・共済・
報償・旅費等 16,753

報酬・手当・共済・
報償・旅費等 21,195

報酬・手当・共済・
報償・旅費等 22,201

報酬・手当・共済・
報償・旅費等 22,201

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

1,472 需用費 1,508 需用費 1,508 需用費 1,508

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

需用費

(補助額)

役務費 450 役務費 469 役務費 469 役務費 469

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

委託料 874 委託料 943 委託料 943 委託料 943

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

使用料及び～
負担金等

676
使用料及び～
負担金等

308
使用料及び～
負担金等

308
使用料及び～
負担金等

308

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 20,225 合　　　計 24,423 合　　　計 25,429 合　　　計 25,429

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 33 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 民間事業者が増加しており、利用者の選択肢が増えてい

ます。民間での運営も可能です。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

発達が気になる児童とその保護者に対し、手厚い支援や
指導を行うことで、地域における子育て支援の充実に貢
献しています。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

民間の事業所では、子どものみの通所としている施設が
多いですが、母子で通所する市の療育施設として、利用
を希望される親子もいることと、子どものみならず親へ
の支援も必要であるという観点から必要な施設です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

施設の老朽化等により、修繕等が増えています。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

改善

指標の分析
社会的な背景として子どものみの通所を希望する親が増えており、それに対応している民間の事業所等も増えてい
るため、母子通園施設のニーズの減少に伴い、利用者数も減少しています。

評価の結果



事業Ｎｏ

(6-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

子育てに関し不安や孤立感を抱える家庭や養育支援が必
要な家庭を支援します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標５.　ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

養育支援訪問事業 児童課 児童家庭グループ 令和3年7月9日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 養育支援訪問事業

事業概要

育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼなどの問題
によって、子育てに対して不安や孤立感を抱える家庭や
様々な要因で養育支援が必要となっている家庭に対し、
養育支援訪問員を派遣することにより、個々の家庭の抱
える養育上の諸問題の解決、軽減を図ります。 関連する

個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 2016 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

保護者の養育能力が低くネグレクト傾向にある家庭など、様々な事情を抱えた家庭に対し、
子育ての知識豊富な支援員による家庭訪問は有意義な事業であると考えます。したがって、
支援が必要と判断する家庭に訪問を受け入れてもらえるよう、保健師及び家庭相談員と連携
して適切な対応を進めていきます。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

報酬 30 報酬 420 報酬 420 報酬 420

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

40

(補助額) (補助額) 106 (補助額) 106 (補助額) 106

報償費

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 70 合　　　計 420 合　　　計 420 合　　　計 420

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 106

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 0 (補助額) 106 (補助額) 106

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2 1

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 要保護世帯への支援が多いため、社会福祉協議会等の事

業者を除き民間事業者の活用は適していません。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

様々な養育上の問題を抱える家庭に対し、訪問による適
切な指導助言を行うことは、要保護児童対策として効果
は高いと考えます。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

若年出産などで養育に不安を抱える家庭や、育児放棄な
どの要因で養育支援が必要となっている家庭を支援する
ため、育児や家事の訪問相談ができる体制は必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

当事業に掛かる費用は、養育支援訪問員の報酬と研修会
（年1回）の講師謝礼のみで、支援件数に応じて費用総
額が変わりますが、国庫及び県費補助制度を活用してい
ます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

現状維持

指標の分析 家庭訪問による支援のため、対象者から訪問を断られるケースがあり減少傾向にあります。

評価の結果



事業Ｎｏ

(6-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

日常生活における基本的動作の指導や独立した自活に必
要な知識技能の付与、集団生活への適応のための訓練を
支援します。

主な協働・
関連団体等

障がい児通所サービス事業所

国保連

相談支援事業所

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

障害児通所支援事業 福祉課 障害福祉グループ 令和3年6月28日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 障害児通所支援事業

事業概要

障がい児の生活能力向上のため、下記のサービス利用に
係る給付支援を行います。
・放課後等デイサービス
・児童発達支援
・保育所等訪問支援
・高額障害児通所給付費等

関連する
個別計画・
根拠法令等

障がい者計画・第5期障がい福祉計画

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 2012 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

対象外

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

障害児通所給
付費

144,697
障害児通所給
付費

139,234
障害児通所給
付費

139,234
障害児通所給
付費

139,234

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

3,489
障害児相談支
援給付費

2,225
障害児相談支
援給付費

2,225
障害児相談支
援給付費

2,225

(補助額) 104,618 (補助額) 104,425 (補助額) 104,425 (補助額) 104,425

障害児相談支
援給付費

(補助額) 1,668

障害児通所給付費支
払事務手数料 227

障害児通所給付費支
払事務手数料 218

障害児通所給付費支
払事務手数料 218

障害児通所給付費支
払事務手数料 218

(補助額) 1,668 (補助額) 1,668 (補助額) 1,668

(補助額)

高額障害児通
所給付費

9
高額障害児通
所給付費

8
高額障害児通
所給付費

8
高額障害児通
所給付費

8

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 6(補助額) 6 (補助額) 6 (補助額) 6

(補助額)

合　　　計 148,422 合　　　計 141,685 合　　　計 141,685 合　　　計 141,685

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 106,099

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 106,292 (補助額) 106,099 (補助額) 106,099

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

評価対象外

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

評価対象外

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

評価対象外

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

評価対象外

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

対象外

指標の分析

評価の結果



事業Ｎｏ

(6-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

児童虐待の早期発見や適切な支援を図ります。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標５.　ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

児童虐待防止対策事業 児童課 児童家庭グループ 令和3年7月9日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 児童虐待防止対策事業

事業概要

要保護児童対策地域協議会があり、年１回代表者会議、
年12回担当者会議を開催。関係機関において情報を共有
し、連携しながら児童虐待の早期発見や適切な支援を図
ります。

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

児童虐待を未然に防止するために、あるいは有事の際に迅速に対応するために、関係部署及
び関係機関との連携を強化し情報共有が徹底できる体制整備を進めていきます。

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

報償費 15 報償費 20 報償費 20 報償費 20

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 15 合　　　計 20 合　　　計 20 合　　　計 20

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 個人情報等を扱うため、市が主体で行う必要がありま

す。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

児童虐待防止対策事業を実施することは、総合計画にお
ける要保護児童等への対応に関して貢献度は高いと考え
ます。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

虐待件数、相談件数ともに増加傾向にあります。悲惨な
事件が発生しないよう、市を中心とした関係機関と連携
して取り組むべき必要不可欠な事業です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

当事業に掛かる経費は、年1回開催する要保護児童対策
地域協議会代表者会議の報償費のみで費用対効果は高い
と考えます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

現状維持

指標の分析

評価の結果



事業Ｎｏ

(6-4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

児童扶養手当法に基づき、ひとり親家庭の生活の安定や
子どもの福祉の増進を目的として手当を支給します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

児童扶養手当交付事業 児童課 児童家庭グループ 令和3年7月9日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 児童扶養手当交付事業

事業概要

父または母と生計を共にしていない児童について、その
家庭生活の安定と自立を促進するため手当を支給しま
す。

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童扶養手当法

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

対象外

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

扶助費 103,385 扶助費 122,000 扶助費 122,000 扶助費 122,000

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額) 33,521 (補助額) 40,600 (補助額) 40,600 (補助額) 40,600

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 103,385 合　　　計 122,000 合　　　計 122,000 合　　　計 122,000

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 40,600

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 33,521 (補助額) 40,600 (補助額) 40,600

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

評価対象外

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

評価対象外

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

評価対象外

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

評価対象外

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

対象外

指標の分析

評価の結果



事業Ｎｏ

(6-5)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

児童扶養手当法に基づき、ひとり親家庭の生活の安定や
子どもの福祉の増進を目的として手当を支給します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

遺児手当交付事業 児童課 児童家庭グループ 令和3年7月9日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 遺児手当交付事業

事業概要

父または母と生計を共にしていない児童について、その
家庭生活の安定と自立を促進するため手当を支給しま
す。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市遺児手当支給条例

事業の開始・
終了

開始年度 年度 終了年度 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

項目 評価視点

課長意見 方向性

対象外

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

扶助費 5,294 扶助費 6,340 扶助費 6,340 扶助費 6,340

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 5,294 合　　　計 6,340 合　　　計 6,340 合　　　計 6,340

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

評価対象外

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

評価対象外

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

評価対象外

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

評価対象外

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

対象外

指標の分析

評価の結果


